
   

 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第 64号）第 21条の規定に基づき，女

性の職業選択に資する宇都宮市職員の情報を公表します。 

 

≪職業生活における機会の提供に関する実績≫ 

⑴  採用した職員に占める女性職員の割合(令和 2年 4月 2日から令和3年 4月 1日までの採用) 

  事務職 技術職 消防職 

採用者数 94人 21人 13人 

女性採用者数 52人 9人 0人 

女性割合 55.3% 42.9% 0.0% 

 

⑵  採用試験の受験者の総数に占める女性の割合(令和 2年度) 

  事務職 技術職 消防職 

受験者数 692 人 86人 218 人 

女性受験者数 328 人 32人 14人 

女性割合 47.4% 37.2% 6.4% 

 

⑶  職員に占める女性職員の割合(令和 3年 4月 1日時点) 

  事務職 技術職 技能労務職 消防職 

職員数 2,061 人 671 人 108 人 453 人

女性職員数 851 人 183 人 15人 8人

女性割合 41.3% 27.3% 13.9% 1.8%

 

⑷  管理的地位にある職員に占める女性の割合(令和 3年 4月 1日時点) 

 行政職 消防職 

管理職数 221 人 23人

女性管理職数 33人 0人

女性割合 14.9% 0%

   ※ 行政職は，事務職と技術職をさす。 
   ※ 管理職は，部長級，次長級，課長級をさす。 
 

⑸  各役職段階にある職員に占める女性の割合(令和 3年 4月 1日時点) 

【行政職】 

  部次長級 課長級 課長補佐級 係長級 総括 専任 

職員数 55人 166 人 130 人 338 人 252 人 169 人

女性職員数 4人 29 人 18人 84人 87 人 102 人

女性割合 7.3% 17.5% 13.8% 24.9% 34.5% 60.4%

 

 

⼥性の職業選択に資する情報について 



【消防職】 

  消防正監 消防監 消防司令長 消防司令 消防司令補

職員数 1人 6人 16人 57人 101 人

女性職員数 0人 0人 0人 0人 0人

女性割合 0% 0% 0% 0% 0%

 

⑹  採用した職員に占める中途採用者の男女別の割合(令和2年4月2日から令和3年4月1日までの

採用) 

  
事務職 技術職 消防職 

男 女 男 女 男 女 

採用者数 40人 52 人 12人 9人 13人 0人

中途採用者数 17人 19 人 10人 6人 4人 0人

中途採用者割合 42.5% 36.5% 83.3% 66.7% 46.0% 0%

 

⑺ 機会の提供に資する制度の概要 

ア セクシュアル・ハラスメント等対策の整備状況 

   ・ セクシュアル・ハラスメントやマタニティ・ハラスメント等を発生させないための基本的な心

構えやハラスメントになり得る言動，ハラスメントに関する苦情相談に対応するに当たり留意す

べき事項等をまとめた指針（ガイドライン）を策定 

   ・ ハラスメント全般の相談に対応する窓口を設置 

・ 係長級以上の行政職員を対象とした「ハラスメント防止研修」を実施 

 

  イ 特定事業主として実施する教育訓練・研修の概要 

   ・ 各種研修について，令和２年度は，新型コロナウイルス感染症の影響により，実施を見送った。 

 

≪職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績≫ 

⑴ 男女別の平均した継続勤務年数 (令和 3年 4月 1日時点) 

男 女 

17.6 年 15.8 年 

 

⑵ 10年度前に採用した職員の男女別の継続任用割合(令和 3年 4月 1日時点) 

 男 女 

採用者数 73人 34人

継続任用者数 59人 29人

継続任用割合 80.8% 85.3%

 

 

 

 



⑶ 男女別の育児休業取得割合(令和 2年度) 

  
事務職 技術職 技能労務職 消防職 

男 女 男 女 男 女 男 女 

対象者数 45人 30 人 16 人 7人 0人 0人 16 人 2人

取得者数 6人 30 人 2人 7人 - - 0 人 2人

取得割合 13.3% 100% 12.5% 100% - - 0% 100%

※ 取得割合＝令和２年度中に育児休業を取得した職員数/令和２年度中に新たに育児休業が取得
可能となった職員数×100 

 

⑷ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得割合(令和 2年度) 

  事務職 技術職 技能労務職 消防職 

対象者数 45人 16人 0人 16 人

取得者数 40人 14人 - 14 人

取得割合 88.9% 87.5% - 87.5%

※ 取得割合=令和２年度中に配偶者出産休暇等を取得した職員数/令和２年度中に新たに配偶者出
産休暇等が取得可能となった職員数×100 

 

⑸ 職員一人当たりの一月当たりの超過勤務時間(令和 2年度) 

超過勤務時間 14.2 時間 

 

⑹ 職員一人当たりの年次休暇の取得割合(令和 2年度) 

平均取得日数 13.3 日 

取得割合 66.5% 

   ※ 取得割合=平均取得日数/年次休暇付与日数20日（繰越分除く。）×100 

 


